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＜研究要旨＞ 

【目的】本研究は、日本全国の土木現場を対象に、元請け社員と協力会社職長間のコミュニケ

ーションの実態とその労働安全・衛生への影響を明らかにすることを目的とした。特に、両者の

間でコミュニケーションの質や量に関する認識のずれの有無を調査して、土木現場における安

全・健康な職場環境を実現するための知見を得ることを目指している。 

【方法】令和 6 年 12 月に、大手ゼネコンの土木現場 49 か所で働く労働者 861 名を対象とした

匿名調査を実施した。質問票では、デモグラフィックデータ、勤怠データ、睡眠に関する設問に

加えて、現場の雰囲気やコミュニケーションに関する設問、心理的安全性、ワークエンゲージメ

ント、うつ症状リスクに関する質問を尋ねた。861 名のうち、研究利用に同意した 798 名のデー

タを解析対象とした。今後さらに、現場（49 現場）や立場（元請け・協力会社職長）別の基礎統

計や立場間での認識のずれを分析し、心理的安全性やワークエンゲージメントとの関連性を検

証する予定である。 

【結果】集計結果では、女性比率が低く、元請け社員は協力会社職長よりも労働時間が長く睡

眠時間が短い傾向が見られた。また、ネガティブな発言を受けた経験は元請け社員の方が多

かった一方、ポジティブな発言を受けた経験も元請け社員の方が多かった。職場（現場）の心

理的安全性尺度については、元請け社員と協力会社社員間で大きな差はなかった。今後より

詳細な集計・解析を実施する予定である。  

【考察】労働時間が長いと睡眠時間が短縮することが知られており、今回も特に元請け社員で

その傾向が見られた。ネガティブ・ポジティブな発言を受けた経験率において元請け社員の方

が高かった点は、コミュニケーション量の多さや調査方法による回答バイアスの可能性が考えら

れるため、さらなる解析が必要である。今後は、認識のズレに着目した解析や現場別の傾向抽

出を行い、職場の心理的安全性と労働衛生・安全指標との関連を考察していく予定である。 

【この研究から分かったこと】元請け社員と協力会社社員という、立場の異なる労働者が一緒に

プロジェクトを推進するという土木現場において、職場コミュニケーションや心理的安全性に関

する実態調査及び、健康・生産性指標との関連を検証した。今年度は調査の実施にとどまった

ため、来年度以降に詳細な解析を実施する。 

【キーワード】心理的安全性、職場コミュニケーション、建設労働者 
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Ａ．目的 

土木や建築といった建設現場では、安全か

つ効率的な作業のために、現場構成員間の

円滑かつ十分なコミュニケーションが欠かせな

い。特に、工場などと違って期限付きの現場で

ある建設現場では、異なる職種そして異なる

所属の労働者が入れ替わりながら働いており、
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コミュニケーションの確保の難易度は高いと言

える。 

さらに、今回対象として取り上げる土木業界

では、元請けと協力会社という契約関係の上

で共に一つの現場を構成するという特徴があ

る。契約関係が存在することである種の上下関

係が生じ、現場の構成員間のコミュニケーショ

ンにも影響を与えることが想定されるが、元請

けと協力会社という関係に着目して現場コミュ

ニケーションの実態を調査した例はない。 

そこで本研究では、大手ゼネコンが担当し

ている日本全国の土木現場を対象に、元請け

社員と協力会社職長の間のコミュニケーション

と、労働衛生や労働安全との関連について調

査研究を行った。現場におけるコミュニケーシ

ョンの実態を把握することに加えて、特に元請

け社員と協力会社職長のそれぞれが現場コミ

ュニケーションの質や量についてどのような認

識を持っているのか、両者の間に認識のずれ

はないのかに重点を置いて調査を実施した。

土木現場におけるコミュニケーションの実態、

構成員の認識と属性間の隔たり、そしてこれら

が影響を与える労働安全・衛生指標を明らか

にすることで、今後コミュニケーションの質や量

を向上させて、より安全で健康的な現場を実

現するための知見を得ることを目的としている。 

令和６年 11 月から 12 月にかけて調査を実

施したため、本年度の報告書（この報告書）で

は詳細な結果は報告せず、実施内容及び今

後の解析方針について報告することとする。 

 

Ｂ．方法 

1. 対象者 

大手ゼネコンの土木現場で働く労働者を対

象に、匿名の社内調査として質問票を配布し、

回答を依頼した。日本全国の 49 現場の 861 名

（うち元請け社員 495 名、協力会社社員 363 名、

属性不明 3 名）から回答を受けたが、そのうち

回答内容の研究利用にも同意した 796 名（元

請け社員 469 名、協力会社社員 327 名）のデ

ータを本研究の解析対象とした。 

本研究は、労働安全衛生総合研究所の研

究倫理審査委員会の承認を得てから実施した

（2024N15）。 

2. 質問票調査 

先述の通り、当該調査は社内調査として実

施されたが当センターと共同研究として企画・

実施された調査であったため、調査票の素案

の作成及び最終確認は当センターの分担研

究員が担当した。 

質問票は、以下の内容で構成された：性別、

年齢、業界経験年数などのデモグラフィックデ

ータ、労働時間や休日日数などの勤怠データ

（自己申告）、睡眠に関する設問、現在担当し

ている現場の進捗やコミュニケーション、雰囲

気などに関する設問、そして職場の心理的安

全性、ワークエンゲージメントやうつ症状リスク

に関する質問票、研究利用への同意欄。心理

的安全性は Ochiai らが翻訳した心理的安全

性尺度日本語版（PSI）1)を、ワークエンゲージ

メントは Utrecht Work Engagement Scale の 3

項目日本語版（UWES-3）2)を、うつ症状リスク

は K6 質問票日本語版 3)を用いた。なお、回答

に必要な時間はおおよそ 15 分未満であった。 

調査票は各現場の担当者によって調査対

象者に紙媒体で配布され、対象者は匿名で調

査票に記入し封筒に封入してから担当者に提

出した。集められた調査票は本社集約後に電

子化され、研究利用への同意が取れた回答に

ついて当センターで解析を実施した。 

3. 統計解析（予定） 

今後実施する解析においては、現場、立場

（元請け・協力会社）別の基礎的統計に加えて、

現場の雰囲気やコミュニケーションなどに対す

る認識が、立場間でどの程度一致しているか

についても集計する。さらに、その一致度を説

明変数として、心理的安全性やワークエンゲ

ージメント等のアウトカム指標の関連を検証す

る予定である。 

 

Ｃ．結果 

本調査の結果の集計結果は表 1 の通りであ

る。なお、ここに示したデータは報告書執筆時

点の集計結果である。 

表 1 から、女性比率が低いこと、元請け社員

の方が協力会社職長よりも労働時間が長く睡

眠時間が短い傾向にあることがわかる。 

また、ネガティブな発言を受けたことのある

割合は元請け社員の方が発言者を問わず協

力会社職長よりも高かったが、ポジティブな発

言を受けたことのある割合もその発言者を問わ

ず元請け社員の方が高かった。 

職場（現場）の心理的安全性尺度について

は、元請け社員と協力会社社員の間に大きな

差異は見受けられなかった。 

他の設問項目については、来年度以降に
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集計・解析を実施することとしている。 

 

Ｄ．考察 

今回対象となった49現場は、共同研究先で

ある大手ゼネコンが担当している全国の現場

を広く網羅しており、当該社の現場を代表する

サンプルであったと考えられる。そして建設業

界の全国的な傾向を反映し、調査対象者の大

半は男性であった。元請け社員と協力会社職

長の間で年齢差や経験年数の差が生じた背

景としては、元請け社員は広く対象となったの

に対して、協力会社は職長のみが対象となり

作業員等他の立場の者は対象としなかった点

が考えられる。労働時間については、今後精

査が求められるものの元請け社員の方が長い

傾向にあり、裏返しの関係として睡眠時間が元

請け社員の方が短いという結果であった 4)。 

現場でネガティブあるいはポジティブな声掛

け（発言）を受けた割合については元請け社

員の方が、ポジティブ発言もネガティブ発言も

経験率が高かった。元請け社員の方が、相対

的にコミュニケーション量が多いことに起因す

る可能性や、調査が元請け会社主催であった

ことによる回答バイアスなどの可能性があり、

今後の詳細な解析が必要である。 

今回現場の心理的安全性を評価するのに

使用した PSI は、「職場で自分の考えや感情を

自由に表現することのできる程度」を複数の質

問項目から評価している。これは、労働者が職

場での自己表現や意見の発信に恐れや不安

を抱かず安心して行動できる職場は、心理的

安全性が高いという理解に基づいている。今

回実施した属性別の集計では、元請け社員と

協力会社職長のどちらも平均値で 17 点程度

であったことから顕著な差は見受けられなかっ

た。 

今後は当初の計画に従って元請け社員と

協力会社職長との間の認識のズレに着目した

  回答者の属性  

集計項目 元請け社員 協力会社職長 全体 

人数 469 (100.0%) 327 (100.0%) 796 (100.0%) 

うち女性 2４ (5.1%) 4 (1.2%) 28 (3.5%) 

年齢 a 40.3±11.9 47.5±11.3 43.2±12.3 

経験年数 a 16.3±11.7 23.1±12.2 19.1±12.4 

一日あたりの平均労働時間 a 10.0±1.1 9.0±1.3 9.6±1.3 

仕事がある日の平均睡眠時間 a 6.2±0.8 6.4±1.0 6.3±0.9 

暴言等のネガティブな発言を 

受けたことのある人（複数回答可） 
  

 

元請け社員から 195 (41.6%) 69 (21.1%) 264 (33.2%) 

協力会社職長から 132 (28.1%) 54 (16.5%) 186 (23.4%) 

協力会社作業員から 138 (29.4%) 64 (19.6%) 202 (25.4%) 

その他の人から 65 (13.9%) 36 (11.0%) 101 (12.7%) 

誉め言葉等のポジティブな発言を 

受けたことのある人（複数回答可） 
  

 

元請け社員から 383 (81.7%) 207 (63.3%) 590 (74.1%) 

協力会社職長から 345 (73.6%) 168 (51.4%) 513 (64.4%) 

協力会社作業員から 292 (62.3%) 164 (50.2%) 456 (57.3%) 

その他の人から 183 (39.0%) 101 (30.9%) 284 (35.7%) 

心理的安全性尺度日本語版 b 17.6±2.9 17.2±2.5 17.4±2.8 

カッコ内の数値は、回答者属性別の割合を示す。a:平均±標準偏差. b: 5-25 点の範囲で職場の心

理的安全性を評価する。数値が大きいほど、心理的安全性が高いことを示す（平均±標準偏差）。※

本データは報告書執筆時点の集計結果である。 

表 1 参加者のデモグラフィックデータ 
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解析や、49 か所ある現場別の傾向の抽出など

を行って、職場の心理的安全性と労働衛生・

安全指標との関連を考察していく。 

 

Ｅ．結論 

当研究では建設現場における、職場コミュ

ニケーションと心理的安全性について、大手

ゼネコンとの共同研究を通して検証を目指し

ている。来年度以降に実施する解析によって、

立場が異なる構成員が協力して大きなプロジ

ェクトに取り組む上で、どのようなコミュニケー

ションや職場環境づくりが必要なのか、立場の

違いがどのような影響を及ぼしうるのか明らか

にしていく。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

データ解析中のため、研究発表はない。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

なし 
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